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1．研究の目的
　近年，我が国において，国や自治体を代表する
「官」と，民間企業を主とする「民」両者による連
携事業が台頭してきている．これらはPPP/PFI事
業と呼ばれ，国内でのインフラ整備から公共施設
の運営などその活用方法は多岐に及んでいる．「官
民公私」の分け隔てなく，多様なアクターが存在
する「公共圏」において各々がそれぞれの強みを
生かし，補完し合う枠組みが形成されつつある． 
実際に，PPPとは，官の財政負担を最小化しつつ
民の経営ノウハウや資金，さらには，ビジネス機
会を拡大することによって，国民・利用者の便益
を高めようとするグローバルな概念である．本論
では，官民連携事業の具体例として空港の事例を
取り上げる．空港には施設としての公共性はある
が，経営性も高く，近時，法制度も緩和されてお
り，今後，民間活力の導入が期待されているとい
う特徴がある点に注目した．空港の建設や整備ま
た経営に至るまで，官民連携のスキームを用いた
事例はイギリスをはじめ，海外の事例にて多く報
告されている．しかしながら，我が国では，1997
年に「PFI促進法（民間資金等の活用による公共
施設等の整備等の促進に関する法律）」， 2013年に
「改正PFI法（民間資金等の活用による公共施設
等の整備等の促進に関する法律）」が施行され，さ
らに近年では「PPP/PFIの抜本的改革に向けたア
クションプラン（平成25年 6 月 6 日民間資金等活
用事業推進会議決定）」が掲げられたものの，空港
に関する官民連携事業では他国に後塵を拝してい
る．我が国が，空港運営に官民連携事業を導入で
きない背景を探り，更なるPPP/PFI事業の活性化
に向け，現状を把握し，問題を解決する策を提示
する必要性が生じている．
　そこで，本研究では，空港における官民連携事
業の活用に関する具体的な事例分析を国内・海外
それぞれの視点から考察，比較検討を行い，課題
と解決策を検討する．
2．研究の概要
　第 1 章では，　官民連携事業（PPP/PFI）に関
する歴史的変遷を簡潔に説明する．具体的には，
PPP発祥の地，イギリスにおいてマーガレット・
サッチャー政権以降に見られた政策を説明する．
その上で，我が国における官民連携事業に関する
歴史的経緯を整理した．
　第 2章では，官民連携事業の制度的説明やその
実態について論じる．一言で官民連携事業と述べ
ても， PFI（Private Finance Initiative）， 公共施
設等運営権制度（コンセッション）， DB（Design 
Build）， 包括的管理委託などそこには多種多様な
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手法が存在している．そこで本章において，官民
連携事業の類型整理を行い，それぞれの手法に関
して詳細に述べる．また次節では，具体的に本論
で扱う空港における官民連携手法の活用法を取り
上げ，現状分析を行った．
　第 3章では，先行研究の考察を行った．本論で
取り扱う，PPPのスキームを用いた空港経営の研
究は現状，発展途上の研究領域であり，それぞれ
「空港運営に関する研究」と「官民連携事業に関す
る研究」が存在する．例えば，横見（2009）では，
イギリスの地方空港における民営化や商業化の事
例を踏まえ，所有形態の違い空港の経営成果に影
響を与えるとしている．しかしながら，要因分析が
イギリスやヨーロッパ中心に行われており，我が国
への応用が必ずしもできるとは限らない．また高橋
（2014）では，PPPによる空港民営化の必要性を論
じているものの，課題に対する対応策が提示され
ていない．以上より日本国内でのPPP活用方法を
模索し，直面しうる課題を解決するための検討が
必要であり，先述した二つのテーマを網羅的に扱
い分析することを本研究の位置づけとした．
　第 4章では，空港における官民連携事業の活用
に関する具体的な事例分析を国内・海外それぞれ
の視点から考察し，比較検討を行った．まず国内事
例として，東京国際空港（羽田空港）における国際
線地区整備等事業を取り上げた．この事業では，
PPPスキーム内のPFI（Public Finance Initiative）
手法が用いられた事例である．本論では，このPFI
手法の検討では，事業立案過程に関する議事録を
元に分析し，その効果と課題について論じた．続
いて第 2節では，海外の空港におけるPPP/PFIの
事例を取り上げた．Anne Graham（2010）を参考
にし，空港民営化を分類した．そして，日本国内
の事例と比較研究を行うためサンプルとしてイギ
リスとオーストラリアの事例やデータを取り上げ，
空港民営化の必要性を更に強調した．
　第 5章では，前章までに行った現状分析や，先
行研究から得た情報をもとに，官民連携事業に対
する今後取り組むべき課題について考察した．本
論を通じて述べてきた官民連携事業の現状と課題
を今一度整理し，我が国の空港運営と官民連携事
業の更なる発展のための提言を述べる．
